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開発協力適正会議 
第18回会議録 

 
 
 
 

平成26年10月28日（火） 
外務省新庁舎講堂 

 
 
 
 
 
 
 
 

《議題》 

1 報告事項 
ウズベキスタン「電力セクター・プロジェクト・ローン」について 

2 プロジェクト型の新規採択調査案件 
(1) フィリピン「産業集積地（カビデ州）洪水対策計画準備調査」プロジェク

ト形成（有償） 

(2) カンボジア「プノンペン－バベット高規格幹線道路整備計画準備調査」プ

ロジェクト形成補完（有償） 

(3) セーシェル「マヘ島零細漁業施設整備計画フェーズ2準備調査」プロジェ

クト形成（無償） 

(4) モザンビーク「ナカラ回廊送配電網強化計画準備調査」プロジェクト形成

（有償） 

3 事務局からの連絡 
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午後3時00分開会 
 

1 報告事項 
 
○ 小川座長 それでは、皆さんおそろいですので、ちょっと時間は早いのですけれども、

第18回開発協力適正会議を始めたいと思います。報告事項が1件と、それから、プロ

ジェクト型の新規採択調査案件が4件ありますが、まずは報告事項の方から始めたいと

思います。 
「ウズベキスタン『電力セクター・プロジェクト・ローン』について」、外務省及

びJICAの説明者から御報告をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 
 
○ 説明者（花尻） ありがとうございます。国別開発協力第二課長の花尻でございます。

よろしくお願いいたします。 
前回の適正会議で、德田開発協力総括課長からセクター・プロジェクト・ローンの

本格活用について報告申し上げましたが、本日はその第1号案件として手続を進めてお

ります、ウズベキスタンに対する電力セクター・プロジェクト・ローンについて簡潔

に御報告いたします。 
ウズベキスタンは、御案内のとおり、中央アジア地域内最大の人口約2,800万人を擁

しております。旧ソ連時代から、同地域において中心的な役割を果たしてきました。

同国は、天然ガス、ウラン、金属鉱物などの天然資源にも恵まれており、天然ガスや

金、綿花の輸出増加にも牽引され、また継続的な公共投資の効果もあり、堅調な経済

成長が続いております。 
一方、同国が高い経済成長を今後とも維持していく上では、旧ソ連時代に建設され

た運輸・エネルギーなど経済インフラの老朽化や、市場経済への移行後に産業界を担

う人材の不足、また、法制度などの未整備といった問題が障害となっております。こ

のため、ウズベキスタンに対する国別援助方針におきましては、重点分野の一つとし

て運輸・エネルギー分野における経済インフラの整備・更新を挙げているところです。 
本件セクター・プロジェクト・ローンは、昨年8月の第11回開発協力適正会議で御

議論いただいたトゥラクルガン火力発電所建設計画に加えまして、タシケント熱電併

給所建設計画及び電力セクター能力強化計画という、電力セクターの合計3つの計画を

組み合わせて、包括的に円借款を供与するものであり、今、申し述べましたような対

ウズベキスタン援助方針の重点分野にも合致するものです。 
当該ローンを構成しております3つの計画のそれぞれについては、JICAから簡潔に

説明をいたします。私からは以上です。ありがとうございました。 
 
○ 説明者（山田） JICAの中央アジア・コーカサス課長をしております、山田と申しま

す。よろしくお願いします。私の方から、個別案件について簡単に御説明差し上げま

す。 
 まず1件目のトゥラクルガン火力発電所建設計画でございますが、1基450MWクラス

の大型ガスコンバインドサイクル火力発電所設備2基からなる新設の発電所を建設す
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るものでございます。 
 同国の電源は、約9割が国内産のガスを燃料とする火力発電所で構成をされておりま

すけれども、その約4分の3は40年を経過した、旧ソ連時代に建てられた老朽化した発

電施設でございます。したがいまして、これら老朽化による供給力・信頼性・効率の

低下、それから、環境負荷の高まりということが問題になっておりまして、早急な更

新が必要な状況でございます。 
 本事業はこうした状況に対応するものでございまして、また、本事業対象地のフェ

ルガナ盆地は2,000mを超える山で、同国の他の地域と隔てられておりまして、フェル

ガナ盆地には同国の人口の3分の1が集中しておる一方、現在では同国の数％の発電容

量しかフェルガナ盆地には存在しないということでございまして、こうした地域的な

需給バランスの偏りを是正することも狙いとなっております。なお、JICAは既に本事

業の審査を終えております。 
 2件目で、タシケント熱電併給所建設計画でございます。こちらは首都タシケントに

おいて電力と民生用・工業用の熱供給も合わせて行うため、効率のよいコ・ジェネレ

ーション施設を建設するものでございます。 
 1件目のトゥラクルガン火力発電所よりも小型のタービンを導入する予定でござい

ます。なお、NEDOがこちらの実証事業をやってございまして、タシケントでコ・ジ

ェネレーションプラントが既に建設されておりまして、昨年8月に運用を開始しており

ます。ウズベキスタン側の希望といたしましては、このNEDOの実証事業の成果に基

づく展開をしてほしいということでございます。今後、協力準備調査を実施しまして、

詳細を検討してまいる予定でございます。 
 最後、3件目の電力セクターの能力強化計画で、本日御紹介したような高効率のガス

タービンの導入が進みつつありまして、運転・維持管理の能力強化が必要となるとこ

ろ、JICAは同国の要請に従いまして、トレーニングセンターの設立を技術協力で支援

する予定でございます。このセンター向けのシミュレーター等、トレーニング用の機

材の導入などを支援することを目的とした事業でございます。 
 このように、電力セクター・プロジェクト・ローンの3件の円借款案件に技術協力を

有機的に連携させながら、ハードとソフト面、両面から同国の電力セクターの強化を

支援してまいりたいと考えております。以上でございます。 
 

○ 小川座長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御報告について、

何か御意見、御質問がありましたらよろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。

どうもありがとうございました。 

 

2 プロジェクト型の新規採択調査案件 

(1) フィリピン「産業集積地（カビデ州）洪水対策計画準備調査」プロジェク

ト形成（有償） 
 
○ 小川座長 それでは、プロジェクト型の新規採択調査案件について議論を始めたいと
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思います。本日取り上げます案件は、事務局から提示されました新規採択案件18件の

うち、フィリピン、カンボジア、セーシェル及びモザンビークの4案件です。これらは、

事前に委員に全ての新規採択案件を個別に御検討いただいた上で、委員による採点に

よって選び出したものでございます。 
進め方としては、これまでと同様、委員から事前にいただいたコメントを書面で配

付し、説明者から案件の簡潔な概要の説明及び委員のコメントに対する回答を行って

いただき、その後、議論を行うことにしたいと思います。それではまず、フィリピン

「産業集積地（カビデ州）洪水対策計画準備調査」（プロジェクト形成（有償））に

ついて、説明者から案件の概要説明及び委員のコメントに対する回答をお願いしたい

と思います。お願いいたします。 
 
○ 説明者（三角） 国別開発協力第一課の三角でございます。よろしくお願いいたしま

す。まず、私のほうから案件の概要を御説明した後でJICAから回答ということにさせ

ていただければと思います。 
 フィリピンでは、御存知のとおり、昨年は台風ヨランダの被害もありましたが、世

界で最も自然災害に見舞われる国の一つと言えます。その中でも、特に洪水による被

害が甚大でございます。一方で、これまで本格的に洪水対策事業が実施された河川の

流域は限定的でして、マニラの首都圏以外の地方部では、対策がまだなされていない

流域が多い状況でございます。 
 今回、この協力準備調査を計画している事業ですが、ちょうどマニラの首都圏の南

に位置し、工業団地が集中しておりますカラバルソンといわれる5州からなる地域、そ

の中でも日本企業の進出が一番多いカビデ州を対象としております。カビデ州はマニ

ラの首都圏に隣接していまして、経済発展上もとても重要な地域ですが、下流域が極

端な低地になっていまして、流下能力、つまりは河川が流すことのできる排水の規模

が非常に小さいことが課題となっています。 
 本件は構造物、非構造物、いわゆるハード､ソフトの対策を組み合わせて､この地域

の洪水被害の軽減を図ろうというものです。フィリピン国別援助方針の重点分野に位

置付けられております脆弱性の克服と生活・生産基盤の安定、さらには同国の経済発

展に寄与するものでございますし、カビデ州に進出する日系企業への裨益も期待でき

ます。 
 今回の事業では、洪水対策事業で多く知見を有している我が国の技術の適用も検討

しておりまして、今回の調査の中でSTEP、本邦企業活用条件の活用の可能性も検討し

ていく予定でございます。 
 私からは以上ですけれども、引き続きJICAから説明をお願いできればと思います。 

 
○ 説明者（若林） JICAでフィリピンを担当しております、若林と申します。どうぞよ

ろしくお願いいたします。それでは、委員の方々からいただいております事前コメン

トへの回答をさせていただきたいと思います。 
 

 まず、横尾委員の御質問からお答えさせていただきます。本格的な洪水対策が講

じられた河川流域は限定的とありますが、本件は、どの程度の洪水対策を想定し
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ているかという御質問です。 
フィリピンが国として定めております主要河川というものが18ございまして、

こちらは、その流域面積は1,400km2以上という定義がございます。先ほどの説明

のとおり、洪水対策事業を実施している主要河川は7河川にとどまっております。

従って、河川流域への対策は限定的であるという状況が見られているわけでござ

いますけれども、本事業の対象河川につきましては、流域面積は400km2というこ

とで、主要河川の流域面積と比べますと小さいわけなのですが、マニラ首都圏近

郊におきまして産業が集積する重要な地域であるということから、そうした主要

河川流域と同等の安全を確保することを想定して取り組む想定でございます。 
それから、日本政府・JICAとしての方針ということにつきましては、フィリピ

ン政府の優先度としては、主要河川の考え方がありますので、こちらの方針は尊

重しつつ、日本の支援を通じまして開発効果の最大化が図れるかどうか、日本と

して支援する意義、日本の技術やノウハウの効果的な活用といった視点も盛り込

みまして、付加的な優先度付けの考え方をフィリピン政府側には提案し、協議を

していきたいと考えております。本案件につきましても、そのような考え方に基

づいて、フィリピン政府からも日本政府に対して優先付けがされているものと理

解してございます。 
 続きまして、毎年、フィリピンで何らかの洪水被害が生じていることを考えます

と、インフラの整備と共に、世銀のオプション付き借款のような対応も現実的で

はないかという御質問でございます。 
 一般に洪水被害に対しましては、いわゆる人的な被害もしくは経済的な被害を

未然に防ぐ事前の投資というものが非常に重要でございまして、まず日本政府・

JICAを通じたODAによって、1970年代から40年以上にわたりましてフィリピンの

治水事業への支援を実施してきているところでございます。 
 合わせまして、災害が起きた後の早急な復旧、そうした資金ニーズに迅速に応

えるために、円借款としまして災害復旧スタンドバイ借款というものを本年3月、

円借款契約を締結いたしましております。金額は、円借款の限度額は500億円でご

ざいますけれども、これまで半分の250億円をフィリピン政府に対して供与済みと

いうことでございますが、残額については引き続きフィリピン政府として活用、

引き出しが可能な状況となってございます。したがいまして、世銀の持っている

そういったオプション付きの借款と似たような対応の仕方も行っているというふ

うに御理解いただければと思います。 
 続きまして、カビデ経済特区などの工業団地は洪水対策が既に講じられていると

いう理解でよいかという御質問です。 
 こちらについては、フィリピン政府としては、先ほど主要河川の関連でのお話

を申し上げましたけれども、本事業に対して、あるいはそのエリアにあるカビデ

の経済特区などに対して洪水対策の措置は、フィリピン政府としては講じられて

おりません。他方で一部の企業におきましては、自らの負担によって外壁を設け

るといった形の措置はなされているというふうに聞いてございます。 
 続きまして、事業には日系企業の避難対策も含まれるかということでございます。 

 今回、協力準備調査におきましては、河川改修などのハードの構造物対策に加
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えまして、いわゆるソフトの非構造物対策の検討も行っていく予定でございます

が、その中では避難計画に係る検討についても行われる予定で、御指摘の内容に

ついては調査の中で検討してまいりたいと考えております。 
 続きまして、荒木委員からの御質問にお答えさせていただきます。1年前のタイの

工業団他における洪水被害と同じようなイメージを持てばよいでしょうかという

御質問でございます。 
 まず、想定する被害の対応ということで、タイにおきましてはチャオプラヤ川、

こちらは流域面積が16万3,000km2で、膨大な面積をカバーしておりますが、河口

から100kmまでが標高差が2mということで、非常に平坦な地形が広く分布してい

るところでございまして、2011年の洪水では、洪水が何日もかけて流下してくる、

下流のほうに流れてくる。それで、数か月にわたって広域で浸水が見られた状況

でございました。 
 一方で、本事業の対象河川の流域面積は、先ほど申し上げましたように、400km2。

これは3河川合計で400km2程度ですけれども、相対的に小さく、また、河口側で

の勾配もタイの方は、数字を申し上げますと、5万分の1という計算になりますが、

こちらは500分の1という形で、洪水によってその氾濫が起きるパターンというの

は日本の川と似たような形が想定されてございます。このように、洪水による被

害の予想というものは、タイの工業団地における洪水被害とは異なるものが想定

されているというふうに考えております。 
 これらに対して、私どもの支援でございますけれども、タイにおきましてはチ

ャオプラヤ川流域の洪水対策のマスタープランの見直しを行いましたし、防災、

それから、災害復興の支援の無償資金の提供、洪水管理のシステムの構築といっ

た取組を行ったところでございます。 
 本事業におきましては、2009年に実施しましたマスタープランがございまして、

中長期的な視点からハード、ソフト、両面への洪水対策を行うべく、マスタープ

ランの改定、計画の規模などの改定を含みますが、それらを行うとともに、円借

款を通じまして洪水対策の事業を実施していくという想定でございます。 
 続きまして、松本委員からの御質問への回答でございます。類似の洪水対策事業

であるパッシグ－マリキナ川河川改修事業（Ⅰ）～（Ⅲ）の特に住民移転問題に

関する教訓をレビューしてほしい。昨年8月に同事業（Ⅱ）対象地域周辺を訪問し

た際に、立ち退きを懸念する住民の声を聞いた。影響地域かどうか不明確なので

確実なことは言えないが、過去の教訓を反映するという開発協力適正会議の趣旨

を踏まえると、同事業の教訓はしっかりと生かすべきであるという御質問を頂い

ております。 
 パッシグ－マリキナ川河川改修事業につきましては、御指摘のとおり、3つのフ

ェーズに分けた実施がなされてきておりますけれども、これまでの評価の教訓と

いたしまして幾つかポイントが挙げられるかと考えております。 
 非構造物の対策、例えば地域住民へのインフォメーションのキャンペーン、啓

蒙といった取組。それから、外部、第三者を通じたモニタリングといったものを

活用して、事前の住民への説明、あるいは事後のモニタリングといったことを行

ってきているということでございます。 
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 それから、事象としましては、移転後に住民が戻ってくるといったことも生じ

ておりましたけれども、そうしたことも念頭に置きながら計画を検討していくと

いうことも教訓の一つに挙げられるかと考えてございます。 
 フィリピン政府といたしましては、居住する住民を移転させる政策を適切に実

施してきているというふうに理解しておりますけれども、フィリピン側の制度、

それから、JICAの環境社会配慮ガイドラインにのっとった適切な対応を本件にお

きましても推進してまいりたいと考えております。 
 2つ目の御質問としまして、カラバルソン計画では1990年代にバタンガス港をめぐ

る深刻な強制立ち退きの問題が起きた。2000年に和解が成立したようだが、十分

な補償はなされていなかったと聞く。この問題の教訓も協力準備調査に生かして

ほしいという御質問を頂いております。 
 バタンガス港につきましては、こちらでの対応についてですけれども、補償額

につきましては、フィリピン政府側は強制家屋の取り壊しを含む住民移転の手続

を全て法律に従って行い、和解が成立していると理解しております。 
 それから、補償の対応ですけれども、移転対象住民に対する補償内容について

は、法律上は最低賃金の60日分といった規定がございますが、それを大幅に上回

る支援を実施してきていると認識しております。具体例をあげますと、コアハウ

ス。これは2万5,000ペソ相当でございますけれども、家の骨組みを提供するとい

うことを無償で行うですとか、現金支給としては2万ペソを支給する、あるいは迷

惑料といたしまして1万5,000ペソを支給する、移転地の基礎サービスを提供する、

それから、生計援助のための金融支援としてローンを組むといったことも盛り込

んだ対応がなされたと聞いておりまして、住民側の強い要望に応えていく対応が

なされたと認識しております。 
 御指摘の件については、バタンガス港開発事業（Ｉ）という形で1991年度に借

款契約を結んだ円借款事業の事後評価を通じて、教訓といたしまして分析された

考え方を踏まえまして、本事業の協力準備調査も進めてまいりたいと考えており

ますけれども、具体的には教訓としましては、住民の多様性を踏まえた住民協議

をきちんと実施していくということ。移転対象者の確定につきましては、なるべ

く早い段階に行っていくこと。それから、移転地のインフラの整備につきまして

も、早い段階からの整備・着手が必要であるということ。そして、生計向上のプ

ログラムの形成につきましては住民参加型での協議・検討を行うといった教訓が

挙げられておりますので、そういったものを生かして実施をしていきたいと考え

ております。 
 続きまして、齊藤委員からの御質問でございます。「我が国の技術の適用を検討

する」とありますが、洪水対策という日本が高い技術を有する分野のため、ぜひ

STEP適用を御検討いただきたいという御指摘でございます。ありがとうございま

す。 
 協力準備調査の中でSTEP、本邦技術活用条件の活用可能性については検討して

まいりたいと考えております。 
 それから、1,000世帯以上の住民移転・用地取得が予測されるため環境社会配慮カ

テゴリーAとなっているが、必要性を周辺住民にきちんと周知することが必要であ
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るという御指摘でございます。 
 もっともな御指摘で、先ほどバタンガスの事例でも申し上げましたとおりです

けれども、フィリピン国側の制度、それから、JICAの環境社会配慮ガイドライン

にのっとりまして、教訓をしっかり踏まえた適切な対応をとってまいりたいと考

えております。 
 高橋委員からの御質問です。本案件概要書でも、国別援助方針でもソフト面の支

援の必要性がうたわれているが、今回の事業では、それは含まれないのか。また、

協力準備調査ではソフト面について、何を確認する予定かという御質問を頂いて

おります。 
 本調査におきましては、河川改修などの構造物、ハードの対策のほか、非構造

物の対策としてソフト面の検討も行う予定でございます。先ほど事例で紹介しま

したようなインフォメーションのキャンペーンであったりといったものも含みま

すけれども、そうしたもの、非構造物の対策の現状をしっかりと調査し、課題を

分析した上で、必要とされる対策を検討してまいりたいと考えております。 
 続きまして、過去、カラバルソン開発計画では、住民移転をめぐって住民との激

しい対立があった。2002年に最高裁で和解したが、土地所有権をめぐる問題は解

決したと考えてよいかという御質問でございます。 
 先ほど御説明させていただいたとおり、バタンガス港開発事業（Ｉ）における

土地所有権をめぐる問題は解決済みであると理解しております。 
 最後に、地価の高騰が、用地取得を困難にしているという報告もあるが、地価は

現状どのように推移しているかという御質問でございます。 
 フィリピンの公共事業道路省、本事業の実施機関にもありますけれども、それ

から現在、円借款事業で現地で動いている事業の方で従事されている専門家・コ

ンサルタントの方からの情報も踏まえて確認しましたところ、カビデ州の平均の

地価につきましては、首都圏の広がりを受けまして、ベッドタウンとして急速な

市街地化が進んでおります。マスタープランの策定された2009年におきましては、

1m2当たり800ペソであったところが、今年、2014年の半ば時点では1m2当たり

3,000ペソまで高騰していると聞いております。 
 本調査後の案件の検討に際しましては、フィリピン政府において適切に予算確

保がなされるといったところの確認も通じまして、円滑に用地取得、それから、

事業の実施が行われていくよう進めてまいりたいと考えております。 
 

私からの回答は以上になります。 
 
○ 小川座長 ありがとうございます。それでは、ただいまの説明者からの説明について、

追加の御意見、御質問はございますでしょうか。高橋委員、お願いいたします。 
 

○ 高橋委員 ありがとうございました。やはり今回、住民移転は1,000世帯以上というこ

とで、かなりの規模の移転が想定されるわけですけれども、その影響の大きさもあっ

て地価のことをお聞きしました。今回の案件概要書の中で「4. 過去の類似案件の教訓

と本事業への適用」の中で「事業準備段階から協力準備調査等を通じて地方自治体を
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早期に巻き込みコンセンサスを形成することにより、円滑な事業実施を図る」と明記

されています。今回の準備調査に行くに当たって、どのぐらいの時間・日数をかけて

ここら辺をやっていく御予定でいらっしゃるのでしょうか。もし今の時点で計画があ

れば教えていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 
○ 説明者（若林） 調査の期間といたしましては、直後から調査を始めたといたしまし

て、来年の第3四半期ごろまでを想定しておりますので、約1年の調査期間は想定され

るかなと考えております。 

 
○ 小川座長 高橋委員、よろしいですか。 

 
○ 高橋委員 はい。ありがとうございました。 

 
○ 小川座長 では、松本委員お願いいたします。 

 
○ 松本委員 ポイントは近いので、今の高橋委員と関係してきますけれども、まず第1

に開発協力適正会議、過去の教訓を生かすという当初の目的がありますので、私とす

れば、この「4. 過去の類似案件の教訓と本事業への適用」というのは、この会議にと

っては結構大事なところかなと思っています。 
 それで、今、お答えいただいた内容自体は、なるほど、そういうふうにやるのかと

いうことでとても理解をしますので、できるだけそういうことを盛り込んでいただき

たいなと。限られたスペースですので、それほど細かいことは書けないにしても、や

はりそうしたことを書いていただきたいなと。 
 といいますのは、この案件といいますか、このマニラのところの洪水対策について

は、自分も行ったので、何となくイメージがつくので、このように書かせていただき

ましたけれども、自分が全く分からないところについてはそういう発想そのものが存

在し得ませんので、やはり常に外務省・JICAの側で過去の教訓の中で適切なものをこ

こに選んでいただいて、それに対して真摯に向き合っていただけるということがわか

ると、恐らく自分の知らない土地の知らない案件でも、JICAが結構、重要な教訓を残

している案件をちゃんと見ているのだなということがわかりますので、その辺りがや

はりやっていて不安なところがあると感じています。ですので、できるだけそういう

趣旨でここの「4.」を書いていただきたいというのが一番のところです。 
 それはお願いなのですが、一つは、どこの部分でこれほどの移転が発生するのか、

恐らく洪水に遭いやすい地域なのかどうか、どこのところの住民たちが大勢立ち退く

のかというのをちょっと教えていただきたいなと思っています。 

 
○ 説明者（若林） ただいまの御質問につきましてですけれども、現時点では調査はこ

れからというところもございまして、相対的にどこで比重が置かれて移転が発生する

かというところは、つまびらかにはできない段階でございます。 
 資料につけておりますように、やはり低地で、当然ながら河口流域ということにな
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りますけれども、こういったところは当然ながら河川の増水、あるいは台風といった

気象によって影響も受けやすいエリアにもなりますので、洪水対策として想定される

被害の規模想定と、実際のハードの設計というところを加味して詳細を決められてい

くものと認識していますが、こういった下流域のところが大きく影響される住民が出

てくる可能性が高いのではないかと認識しております。 
 いずれにしましても、調査の中でしっかりと洗い出しをして、まさにさまざまな教

訓も踏まえつつ取り組んでいきたいと考えているところでございます。 
 

○ 小川座長 よろしいですか。 
 

○ 齊藤委員 今のはちょっとよくわからなかったのですけれども、避難といいますか、

立ち退きをお願いする場所という意味では、ぱっと考えますと、堤防の内側が調整地

かなという感じはするのですが、そういうところと考えればいいのですか。 
今、おっしゃったように、河口流域であるということになりますと、別に洪水対策

をしようがしまいが、危ないから避難してくださいという話になってしまいますので、

全然目的が違うのではないのかなと思うのです。 

 
○ 説明者（若林） ちょっと説明がかなり定性的になってしまったかもしれませんが、

現時点で具体的なエリアの特定等はされていない状況がございまして、調査の中でそ

こはしっかりと特定をしていくということですけれども、当然ながら想定される堤防

の内側に居住する住民であったり、施設の移転が求められてくるというところは御指

摘のとおりでございます。あくまでも被害規模が、下流のほうが大きくなるだろうと

いう視点から申し上げた次第でございます。 
 

○ 小川座長 よろしいですか。 

 
○ 齊藤委員 はい。 

 
○ 小川座長 高橋委員、お願いします。 

 
○ 高橋委員 すみません、私もこの地域のイメージがまだわからないので、逆に教えて

いただきたいのですが、上流での対策は特に必要ないという理解でよろしいですか。

もう既に上流は、ゴルフ場とか結構開発が進んでしまっているとも聞いていますが、

そこら辺の状況を教えていただけますか。 

 
○ 説明者（若林） まず今回、産業集積地ということで、工業団地などもございますけ

れども、工業団地はまさにローランドのエリアにまたがる形で所在しているところで

ございます。ですので、経済活動としては河口地域に寄ったエリアで行われていると

いうふうに認識しておりますので、そういう形で今、経済活動は展開されていると理

解しております。 
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○ 高橋委員 ということは、上流での洪水対策は特に考えていないといいますか、必要

ないということでよいですね。どういうふうに考えればいいのでしょうか。 

 
○ 説明者（若林） 構造物の設置あるいは非構造物の対策につきましては、現在、この

対象地域として色付けをしているエリアが対象にはなってまいりますので、これらの

地域を全てカバーする形で、調査の中で対策が構造物・非構造物に対して検討されて

いくということにはなりますので、そういう意味では、このエリアの範囲内で上流に

ついても検討される予定でございます。 

 
○ 小川座長 荒木委員、お願いします。 

 
○ 荒木委員 注意しなければならない点は多分、住民移転問題だと思うのですけれども、

バタンガスのときは港労働者の人たちも含めて頭数で計算した点もありましたが、だ

んだん不特定な人たちも入ってきて特定できなくなって、もめにもめたわけです。で

すから住民移転の、これは1,000世帯となっていますけれども、ちゃんと世帯数を現地

政府とも確認をして、最初のうちにそれをちゃんと確認しておかないと、後からぼろ

ぼろといろいろと増えてくる、減ってくる、いろいろな問題がありますから、そこか

らトラブルは発生するということで、そこが要注意である。私は過去、ちょうどバタ

ンガスで取材していました。一つの教訓だと思います。 

 
○ 小川座長 何か。どうぞ。 

 
○ 説明者（若林） ありがとうございます。御指摘の点はしっかりと踏まえて対応した

いと思っておりますし、過去の案件におきましても、いわゆるリターニーという形で

戻ってきたりということ、あるいは新規の流出といった事象も見られた案件がござい

ましたので、まさにそういった過去の経験もしっかり踏まえて反映をさせていきたい

と考えております。 

 
○ 小川座長 ほかはよろしいでしょうか。では、どうもありがとうございました。 
 

(2) カンボジア「プノンペン－バベット高規格幹線道路整備計画準備調査」プ

ロジェクト形成補完（有償） 
 
○ 小川座長 続きまして、カンボジア「プノンペン－バベット高規格幹線道路整備計画

準備調査」（プロジェクト形成（有償））について、説明者から案件の概要説明及び

委員のコメントに対する回答をお願いしたいと思います。 
 

○ 説明者（三角） よろしくお願いします。カンボジアの案件について、まず概要を御

説明いたします。 
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 御存知のとおり、カンボジアはタイとベトナムに挟まれていまして、地域的にも物

流の中継基地となることが期待されております。特に、今回の案件の対象は、プノン

ペンと、ベトナムとの国境の街バベットをつなぐ国道1号線、南部経済回廊の一部でも

ございまして、メコン地域の産業の大動脈として機能することが期待されております。 
 今年JICAが実施しました調査によると、急速にカンボジアも経済発展が進んでおり、

10年前、2003年当時に行いました国道1号線改修計画の交通需要予測の水準以上に現

在は交通量が増大しておりまして、2023年には今ある2車線の道路のキャパシティー

を超えてしまうということが予測されております。 
 この状況に対応する方法として、まず考えられるのは国道1号線の拡幅ですが、こち

らは用地の取得ですとか、住民移転の観点から、非常に難しい状況です。したがって、

特に首都に近い部分、プノンペンとネアックルンの間は既存の国道1号線とは別の4車
線の自動車専用道路の整備が必要な状況でございます。 
 この高規格の幹線道路の整備によって、物流の円滑化を図り、カンボジア全体の経

済発展にも寄与するということが想定されており、非常に有意義な事業と考えており

ます。また、御存知のとおり、南部経済回廊沿いには日系の企業もたくさん進出して

おりますので、カンボジア国内だけでなくて、隣のベトナムに拠点を構える企業にと

っても裨益する事業と考えております。 
 国別援助方針では、経済基盤の強化というものを柱の一つに掲げておりますし、カ

ンボジア側の国家戦略開発計画でも、この交通網の拡充やネットワークの形成が重点

分野に位置付けられておりますので、日本、カンボジア、両方の政策との整合性も高

い案件であると考えております。実際、カンボジアのフン・セン首相からも、南部経

済回廊の一環として高速道路の整備に期待するという声も頂いている次第でございま

す。 
 私からは以上、概要を御説明しまして、次はJICAから御説明したいと思います。 

 
○ 説明者（府川） JICA東南アジア四課でカンボジアの担当をしております、府川と申

します。どうぞよろしくお願いいたします。委員の皆様から頂いた御質問を幾つか分

類して、種類ごとに回答させて頂きたいと思います。 
  

 まず、案件の概要について頂いた質問でございます。齊藤委員から、新規道路の

建設、既存道路の改修、長大橋の建設と大規模なプロジェクトを多く含んでいる

が、全体の規模はどのぐらいか。また、松本委員から、100kmの高規格道路とメ

コン川の長大橋を1つの協力準備調査で行うのか。総額いくらくらいの円借款事業

になる見通しかという御質問を頂きました。 
 本事業は、カンボジアのみならず地域の産業・経済を大きく成長させるインフ

ラとしてカンボジア政府が大きな期待をかけている一大国家プロジェクトでござ

います。したがいまして、十分な調査期間と施工期間が必要だと考えておりまし

て、今から調査を始めても、開通は早くて10年後ぐらいの想定ではないかと考え

ております。調査の中では、ルートの選定、沿線住民への事業計画の説明・協議、

それから、測量や土質調査、道路設計といった流れで、段階を踏んで進めていく

予定でございます。 
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 事業規模は、どういう事業コンポーネントにするのかということによって変わ

ってまいりますけれども、数百億円規模から1,000億円を超える規模になることも

想定されます。長大橋を入れるか、入れないか。それから、工区分けをどうする

か、施工期間についても準備調査を通じて検討していきたいと考えておりますけ

れども、工事が始まってからもやはり4～5年ぐらいはかかるものではないかなと

考えております。 
 松本委員から、用地取得や住民移転の観点から国道1号線の拡幅は困難ということ

で、そうなりますと、国道1号線の上部に建設することになるのか。それとも、別

のルートなのかという御質問を頂きました。 
 現在の国道1号線の上に、ダブルデッキにするということではなく、基本的には

新しいルートを計画するというふうに考えております。ただ、一部既存の国道1
号線を改修・拡幅して高規格化する区間を含む可能性もあるのかなと考えており

ます。できるだけ住民移転を回避して、生活環境や自然環境への影響を最小化す

るルート・方法を選んでいきたいと考えております。 
 横尾委員からは、メコン川の長大橋はネアックルン橋と重複するものかという御

質問をいただきました。 
 現在のネアックルン橋の幅員は、現在の国道1号線と同様で、2車線プラスバイ

クレーンという設計になっております。したがいまして、新しい道路に付随して

新しい橋を建設することが基本だと考えております。ただ、どのタイミングでそ

の橋も必要になってくるのかというところは調査を通じて検討したいと考えてお

ります。 
 次に、他の事業との関連性について頂いた御質問・コメントでございます。荒木

委員から、アジアハイウエー1号線及び南部経済回廊を含む全体の幹線道路ネット

ワークを地図で説明してほしい。また、タイ国境ポイペトとプノンペンを結ぶ幹

線道路も日本が支援したのかという御質問を頂きました。 
 今、お手元にカラー刷りの地図をお配りさせていただきました。地図を御覧い

ただきまして、このメコン地域を横断する赤い線がいわゆる東西経済回廊、その

下の紫の線が南部経済回廊でございまして、今回はこの中の事業に当たります。 
 南部経済回廊の中で、このプノンペンからホーチミンの区間、これは大体200km
でございますけれども、これを全線、高速道路で整備したとしますと、現在の所

要時間は7～8時間かかっているものが約2.5時間に大幅短縮されると見込んでお

ります。 
 それから、同じく紫色の南部経済回廊で、プノンペンからタイのほうに向かっ

ていく国道5号線でございますけれども、こちらは現在、日本が円借款で支援を送

っているところで、大きく3区間に分けて、北区間、南区間について既にL/Aを締

結しています。現在、その中間の中央区間についての準備をしているところでご

ざいます。一連のプロジェクトを通じまして、このプノンペン－ポイペト間とい

うのは全線4車線化する予定でございます。 
 齊藤委員から、国道1号線について、2006年ごろに日本とADBが行った改修との関

連性はという御質問を頂きました。 
 こちらも地図で、右の方の拡大図をごらんいただきまして、プノンペン－ネア
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ックルン間を日本が無償で、そして、ネアックルンからバベットまでの区間をADB
が支援をいたしました。ただ、ADBの支援は2車線かつ簡易舗装というものでござ

います。今後の交通量の増加に耐え得るようにするためには、この路線を改修す

るのか、あるいは別線形で高規格道路を通すのか、どちらかの対応が今後必要に

なってくると考えております。 
 次に、隣国との状況についていただいた御質問でございます。荒木委員から、プ

ノンペン－バベットとベトナムのホーチミンを結ぶ道路も高規格幹線道路になっ

ているのか、また横尾委員から、高規格幹線道路と既存の幹線道路はどういうふ

うに結ぶのか、プノンペン－バベット間の整備による交通量の拡大をバベット－

ホーチミン間で吸収できるのか、また、同様にプノンペン－バンコク間ではどう

かという御質問を頂きました。 
 高規格道路と既存幹線道路の接続方法については、これは調査を通じて検討し

てまいりたいと考えております。 
 ベトナム側のモクバイからホーチミンまでの道路は、既に4車線道路となってお

りまして、当面の交通量は吸収できると想定しています。今後の高速道路整備計

画につきましては、今年7月末にカンボジアの公共事業運輸省とベトナムの運輸省

が高速道路に関する公式会合というものを持ち、双方の現状のプランの共有と将

来の接続に向けた意見交換が行われました。2008年に策定されたベトナムの高速

道路マスタープランによりますと、バベット－ホーチミン間の高速道路建設とい

うものは2020年以降となっておりますけれども、カンボジアの方で早く進むので

あれば、ベトナム側もできるだけ早くプロジェクトを立ち上げられるように首相

に提案したいという議論がなされたと聞いております。 
 今度はプノンペンとバンコクのほうの関係でございますけれども、プノンペン

からタイ国境のポイペトまでは現在、円借款で実施しております国道5号線改修事

業で全線4車線化が可能になります。さらにタイ側に入りまして、国境の町アラン

ヤプラテートからバンコクまでですが、現在、地方部に一部、2車線道路が残って

おりますけれども、基本的に4車線道路で、また、将来的には6車線への拡幅も視

野に入れているということで、タイ側のほうは交通量の拡大に対応できる状況な

のかなと考えております。 
 横尾委員からも一つ、南部経済回廊の国境における通関業務などは円滑に行われ

ているかという御質問を頂きました。 
 今のところ、特に大きな問題があるとは確認されておりません。ベトナム－カ

ンボジア間は越境運送について両国間のMOUを結んでおりまして、国境で積みか

えをしない、トラックをそのまま乗り入れるライセンスがそれぞれ300台ずつ付与

されております。本事業によって交通量が増大した場合に、もし既存の体制では

通関業務が間に合わない可能性があるということでございましたらば、調査の中

で新しい国境施設の建設などを含めて、どのような体制が必要なのか、検討して

いきたいと考えております。 
 関連いたしまして、ベトナムでは無償資金協力で税関近代化のための通関電子

化、ナショナルシングルウインドーの導入計画というものを進めておりまして、

こうした支援も物流の迅速化を進める上で効果があるであろうと考えてございま
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す。 
 同じく横尾委員からもう一ついただいております質問が、ホーチミン－プノンペ

ン－バンコクと、この南部経済回廊が非常に重要であろうと。それで、交通量の

予測はASEAN経済共同体発足後、3国間の分業体制がどのように変わることを前

提としているのかという御質問でございました。大変重要な御指摘をいただいた

と思います。 
 現時点における交通量予測は、これはGDPの成長率を考慮に入れて算出してご

ざいますけれども、今後、調査を進める際に3国間の分業体制の変化も考慮に入れ

て、交通量予測の精度を高めてまいりたいと考えます。 
 これまでの動きから、今後はカンボジア国内でより産業・工業は多角化する可

能性があると考えています。具体的には、縫製業を中心とした軽工業に加えまし

て、自動車部品といった機械産業も拡大してまいりまして、タイやベトナムも含

めたサプライチェーンが多様化・複雑化してくると予測しております。 
 また、プノンペンや国境付近でSEZ開発が進んでいること、日本企業を含め、

タイやベトナムでの製造工程の一部をカンボジア国内に移す製造業が増加傾向に

あるといった現状からも、ASEAN共同体発足後はそういった動きがより加速化す

ると考えられます。 
 次に、環境社会配慮についていただいた御質問でございます。まず齊藤委員から、

住民移転の問題で、前回は先方政府による強引な土地収用が問題となったが、今

回はそれを注意するようにという御指摘を頂きまして、恐らくこれは国道1号線を

教訓にという御指摘であるかと思います。 
 まさに国道1号線での教訓をもとに、現在、円借款で進めております国道5号線

で、再取得価格に基づく補償ということをしっかりと取り組んできております。

また、この国道1号線を教訓に、JICAは技術協力で、住民移転のキャパシティービ

ルディングの支援をやってまいりました。こうした成果を踏まえまして、本事業

でもしっかり対応をとっていきたいと考えております。 
 また松本委員から、建設に当たり、新たな用地取得が必要だが、どの程度発生す

る見通しかという御質問を頂きました。 
 どの程度の用地取得が発生するか、今後、調査を通じて確認したいと思います

けれども、できるだけ住民移転、また、自然環境の影響を最小化できるルート・

方法を検討していきたいと思います。 
 本事業は、JICAの環境社会配慮カテゴリ上はAということを想定しております

ので、住民移転や用地取得の規模を明らかにしつつ、環境社会配慮助言委員会を

通じて適切な対応をとってまいりたいと考えます。また、こうした考え方につい

てカンボジア政府ともきちんと共通認識を持っていきたいと思っています。 
 現時点で被影響世帯数というものは、ざっくりとした見通しですけれども、

2,000世帯規模ということを想定しております。 
 高橋委員から、地域分断を最小限にとどめる設計とは具体的にどのようなものか、

また、その設計に当たって地域住民とどのように話し合うのかという御質問をい

ただきました。 
 地域分断を最小限にとどめるためには、コストは高くなりますけれども、本来、
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全線高架化するのがよいということでございます。ただ、コスト高になる。一方、

盛り土の場合は、御指摘のとおり、地域分断が起こってしまいますので、ボック

スカルバートを設けて通路を建設するといった対応が必要になってまいります。

設計にあたりまして、カンボジア政府だけでなくて、地域住民の声をよく聞くよ

うに留意してまいりたいと思います。 
 国道5号線の円借款事業のときにもコミュニティー、それから、住民協議という

ものをしっかりやってまいりましたけれども、こうしたことをこちらの事業でも

しっかり取り組んでいきたいと考えております。 

 
○ 説明者（三角） 

 追加でいただいていた御質問で外務省からお答えさせていただきたいのは、松本

委員からいただいていた御質問、（今までに実施されている）国道1号線とネアッ

クルン橋の事業は無償資金協力でしたが、今回は円借款が提案されているという

ことで、その理由を説明してほしいという御質問をいただいています。 
 通常、資金協力の形態、有償で実施するか、無償で実施するかということは、

事業の性質・規模、被供与国の経済規模、財政状況、債務負担能力、外交的な観

点などを総合的に勘案して判断しております。 
 もともと国道1号線の改修計画は、2001年にカンボジア側から要請を受けたも

のですが、その当時は対象区間が事業開始の前の段階でインドシナ紛争や内戦、

メコン川の洪水などで著しく損傷を受けていた状況がございましたので、どちら

かというと、周辺の住民の生活の向上や防災といったベーシック・ヒューマン・

ニーズの要素が強かったということ、さらには、カンボジアが当時、債務負担能

力が非常に脆弱であったことも踏まえ、無償資金協力で対応することが適当であ

る判断されました。2005年に要請があったネアックルン協力計画についても、同

じような考え方で無償資金協力で行っております。 
一方、現在のカンボジアは債務負担能力も改善してきておりますので、経済イ

ンフラ整備のため新規の要請があった案件については、まずは円借款を検討する

という局面にございます。今回の計画は、どちらかといいますと、先ほど申し上

げたようなベーシック・ヒューマン・ニーズというよりは、経済インフラ整備と

いう観点で事業を進めていくことを考えておりますので、有償で対応するのが適

当という判断をしております。 
 もう一点、STEPについて齊藤委員から御質問を頂いた件ですが、カンボジアは

LDC、後発開発途上国であり、（分類上）最貧国でもありますので、基本的に円

借款の供与条件は無利子近似条件でして、STEPの供与ということはできないこと

になっております。ただし、今回の準備調査の中で日本企業の受注の可能性を高

める工夫というのは検討していきたいと思っております。 
 最初にも申し上げましたけれども、物流の円滑化という意味では当然、日本の

進出企業には裨益するという面がございますので、そちらの効果も大きいと考え

ております。 
 

以上です。 
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○ 小川座長 追加の御質問はありますか。では、松本委員お願いいたします。 

 
○ 松本委員 ありがとうございました。ちょっと全体像で、これは協力準備調査なのか、

それとも、開発調査型技術協力なのか。何かお話を伺っていますと、線形もここに描

かれていませんし、10年かかるとおっしゃっていますので、そもそも今回は調査をし、

調査が終わったらレビューを、審査をし、そして融資につなげるのか。とりあえず調

査だけをやって、もう少し時間をかけていって、将来的な円借款なのか。今、お話を

聞いていて、どの段階なのかがよく分からなかったのですが、そこを教えてください。 
 
○ 説明者（府川） 調査としては協力準備調査ということでございまして、御指摘のと

おり、これからまず線形を確認する。その上で施工計画を立てていって、その先に融

資につなげていくということまでを想定したものでございます。ですので、協力準備

調査の期間としては少し長目にとる形で、まずはどういう線形になるのかというのを

確認し、その上に優先度等を確認した上で設計のほうに進むという、段階を追った調

査になっていくと考えております。 
 

○ 小川座長 どうぞ。 

 
○ 松本委員 つまり、もしかして、その幾つかのルートをこれからやるのか、それにつ

いての重み付けとかも、伺う限りは相当程度の調査が必要なのかなと考えているので、

具体的には協力準備調査は何年という予定なのかを教えてください。 

 
○ 説明者（府川） すみません、そこはこれから更に精査しますけれども、大体1年半は

かかるのではないのかなと思っています。 

 
○ 小川座長 ほかはよろしいでしょうか。私から一つお願いしたいことがあるのですけ

れども、先ほど日本企業にも裨益するというお話が、あるいは生産ネットワークとい

うお話があったのですが、私のカンボジアで聞いていた話は、カンボジアとタイの国

境とか、あるいはベトナムの国境沿いからホーチミンとか、あるいはバンコクに出す

という物流であって、必ずしもプノンペンから、バベットから先のホーチミンまで物

流がどれほどあるのかというところがちょっと疑問なのです。 
 それで、プノンペンにあるスペシャル・エコノミック・ゾーンのところはメコン川

で出すので、逆に道路がよくないからそうなっているのかもしれないのですが、その

あたりのプノンペンとバベットの道路をつくって、さらにホーチミンのあちらのほう

に行くという道路ができるとどれほど便利になるのかというところも書き込んでいた

だいたり、調査の段階で調べていただければと思います。 
 道路がよくないから船を出さざるを得ないということで時間がかかっているという

声が大きければ、それはそれで意味があるのかなと思うのですが、そうではなくて、

船で十分だというと、ここに道路を作る意味があるのかどうかということもあります

ので、その辺りを調査の段階で調べていただければと思います。 
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○ 説明者（府川） かしこまりました。調査の段階に盛り込んでまいりたいと思います。

現在どういう状況かということについて一言触れますと、SEZはまさにプノンペンに

設置するものもあれば、御指摘のとおり、国境であるバベットであったり、あるいは

ポイペトであったりといったところに設置される、両方のケースがございます。国境

に設置されたものは、御指摘のとおり、ホーチミンとのやり取り、もしくはバンコク

とのやり取りということで、そこで完結するものでございますけれども、一方でやは

りプノンペン等に設置されたSEZとのやり取り、もしくは物流といったものは拡大傾

向にあると考えてございます。 
 また、河川交通について、確かにメコン川を使った交通モードはあるのですけれど

も、ここはやはり企業さんによって交通モードの選択は扱う商品等々によっても異な

ってくるというものかなと思っております。 

 
○ 小川座長 ほかはございますか。よろしいでしょうか。どうもありがとうございまし

た。 
 

(3) セーシェル「マヘ島零細漁業施設整備計画フェーズ2準備調査」プロジェ

クト形成（無償） 
 
○ 小川座長 それでは、続きまして3番目の案件に移りたいと思います。セーシェル「マ

ヘ島零細漁業施設整備計画フェーズ2準備調査」（プロジェクト形成（無償））です。

これについて、説明者から案件の概要説明及び委員のコメントに対する回答をお願い

したいと思います。よろしくお願いいたします。 
 

○ 説明者（白石） 国別三課の首席事務官の白石でございます。よろしくお願いいたし

ます。まずセーシェルの案件でございますけれども、これはセーシェルの首都でござ

いますビクトリアが所在するマヘ島におきまして漁港を拡張するとともに、製氷機・

保冷庫の供与を行う。こういった案件でございます。 
御案内のとおり、セーシェルは非常に水産産業が進んでいる国で、今後も漁業の活

動というものがさらに広がっていくことが予想されております。現在、ビクトリアに

あります港のほうがかなり手狭と申しますか、混雑が生じてきておりまして、今後も

漁業の活動が拡大していくことが予想されるものですから、更なる漁港の拡張が必要

とされております。ビクトリアから5kmほど南にプロビデンス地区がありますけれど

も、ここで一度、既に2008年に無償資金を使いまして漁港の整備をしておりますが、

この漁港をさらに拡張していくということを前提に今回調査をしたいと考えておりま

す。 
以上が案件の概要でございます。 
それから、幾つか委員の方々から事前に御質問いただいておりますので、外交政策、

あるいは水産外交にかかわるところにつきましては外務省から、それ以外の実施の部

分、技術的な部分についてはJICAの方からお答えさせていただければと思っておりま
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す。 
 
 まず、荒木委員、松本委員からいただいている御質問ですが、外交政策上の位置

付けで、セーシェルはヨーロッパの守備範囲にあるけれども、日本として今回、

本件を実施する政策的な意義はどこにあるのか。あるいは水産無償の場合、水産

分野でどのような外交的意義があるのか。こういった点で御質問を頂いておりま

す。 
この点につきましては非常に単純明快に考えておりまして、まずセーシェルで

ございますけれども、一つは30年ほど前、1988年ですが、日本とセーシェルの間

で民間漁業協定というものを締結しております。それから、マグロが非常に豊富

な漁場を有しておりまして、このマグロを始めとした水産資源を管理することを

目的としたインド洋マグロ類委員会という委員会の加盟国でございますし、また、

南インド洋の漁業協定の締結国ということもございまして、非常に我が国として

水産外交的位置付けが高い国のうちの一つであると捉えております。そういった

ことを踏まえまして、今般、先方から要請のありました本件につきまして、外交

上の意義が非常に高いということで、ぜひ無償資金協力で実施していきたいと考

えております。 
もう一つ、昨年のTICAD Vのときにセーシェルの大統領御自身もいらっしゃい

まして、安倍総理と首脳会談をされたわけですけれども、その時にも先方から水

産分野での協力について非常に高い期待が表明されておりまして、そういった

日・セーシェル首脳会談のフォローアップということで二国間関係の強化につな

がるものであると考えておりまして、政策的観点からも外交的意義が非常に高い

と我々としては考えておるところでございます。 
今し方申し上げたところが、外交政策上の意義・位置付けでございます。 

 それから、次の御質問で、少しまとめて申し上げますけれども、今回、実施手段

ということで、私どもは水産無償を活用することが適当と思っておりますが、こ

の点に関しまして、例えば無償資金協力ではなくて、セーシェルは非常に所得水

準が高いものですから、円借款を使ったほうが適当ではなかろうか。こういった

御質問を齊藤委員、横尾委員からいただいているところでございます。 
 御指摘はごもっともでありまして、おっしゃるとおり、セーシェルは非常に所

得水準が相対的に高い国でございます。他方で、先般この会議でも御議論いただ

きましたが、所得水準が相対的に高い国に対する無償資金協力の効果的な活用に

ついてといった方針を定めさせていただいておりまして、この方針を踏まえます

と、今後は無償資金協力というものは、その性質・中身に応じて供与の適否を検

討していこうということになったと承知しております。 
 この方針を踏まえますと、セーシェルに関しましては、まず島嶼国でありまし

て、経済も観光・水産業に依存しておりまして、食料・燃料をほとんど輸入に頼

っているということがありますところ、国際的な経済変動に非常に弱い。つまり、

経済的に脆弱性が存在するということが一つ言えるかと思います。もう一つは、

小さな島国、小島嶼国であるということで、当然のことながら、自然環境の変化

に非常に脆弱であるということ、環境的にも脆弱性があるということが言えるか
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と思います。 
 こういった2つの脆弱性があることに加えまして、先ほど申し上げました水産外

交上の非常に高い意義が認められる。それから、日・セーシェル二国間関係の強

化にも非常に資するものである。こういった外交的観点も加味しまして、私ども

としましては水産無償のスキームを活用することが適当である。こういった形で

考えております。 
 

それでは、続きましてJICAの方から御説明いたします。 
 

○ 説明者（木村） JICAアフリカ部でセーシェルを担当しております、木村と申します。

よろしくお願いします。全体で11の御質問を頂いておりまして、先ほど外務省さんの

方から合計5つ分の回答を頂いております。1つ、最後の実施の意義というところは補

足申し上げつつ、私の方からその他の6つの質問に回答申し上げます。 
 

 まず、実施の意義の補足という点ですけれども、先ほど脆弱性の点を外務省さん

の方から御説明いただきました。セーシェルの産業構造を具体的に見てみますと、

観光業を含めた第三次産業が約7割を占めておりまして、外的要因に対する脆弱性

が非常に高いです。つまりヨーロッパからの観光客などが非常に多いですので、

ヨーロッパの状態が悪くなりますとセーシェルも影響を受けてしまう。そんな状

態にあります。このために、セーシェル政府としては産業の多角化を図っており

まして、水産、農業、小規模工業の振興を進めようとしています。 
 ここからは高橋委員からいただいた御質問への回答も含みます。高橋委員からは

「『セーシェルは所得水準が高いものの、観光業と水産業に依存し、その経済的

脆弱性が高い』と書いてあるが、この認識のもとでの水産業支援とは、どのよう

な論理によって導き出される意義か、説明を伺いたい。」という御質問を頂いて

います。 
今、申し上げた産業構造の脆弱性で、水産業にフォーカスしてみますと、輸出

額は2013年で大体5億ドルでして、主要輸出品目の中では主要なものと位置づけ

られる一方で、第一次産業そのものは産業構造の中で割合が3％程度しかない。そ

のような実態がございます。ですので、セーシェル経済全体における位置付けは

まだまだ水産業として低いということで、本件の協力を実施することによって水

産業の振興が図られ、産業の多角化によって外的要因に対する経済の耐性を高め

る。そういったことが期待されてのプロジェクトです。 
それから、対セーシェルの支援につきましては、技術協力、無償資金協力とも

に選択的に実施してきているという経緯がございます。セーシェルにおける無償

資金協力は、御指摘いただいているとおり、2008年の案件が前回の最新のもので

して、それ以降実施してきていない状況です。それまでの累計額にしても、無償

資金協力で40.44億円、約40億円が累計額です。事業の優先順位を単年度でなくて

複数年度で見た場合に、この案件の重要性、実施の意義というものは継続的な協

力としても非常に高いと認識しております。 
 続きまして、事業の中身についての御質問を合計3ついただいております。まず荒
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木委員から、「この援助は、かつての水産無償の延長線上にあるのでしょうか」

という御質問を頂戴しております。 
 こちらは御認識のとおりでして、前フェーズで整備した漁港に隣接して拡張す

る形で整備するものでございます。前フェーズで整備した漁港の利用需要が一層

高まっている。そういったことを受けまして、施設の拡張をすることで全フェー

ズの協力の成果を一段と高めることになると認識しております。 
 前フェーズで整備した施設の維持管理状況は良好であるということを2013年2
月に実施した事後評価においても確認していることを申し添えます。 

 その後は2つ、事業内容についての御質問を齊藤委員と松本委員からそれぞれ頂戴

しております。1つ目は、「前回の高圧電線敷設の遅れの教訓対策も十分確認する

必要がある。」松本委員からは、「フェーズⅠでは対外債務の増大により事業費

が予定を大幅に上回り、セーシェル共和国側の負担が当初の数倍になった。本案

件実施機関の同国の経済・財政状況の見通しはいかがか。フェーズⅠのときのよ

うな問題は起きないのか。」この2点につきましては要因が共通しておりますので、

併せて回答申し上げます。 
 まず、相手国負担事項の内容とその的確な実施のための予算確保・実施体制等

については、今回御了承いただきましたら、その後に展開します調査にて詳細を

確認する予定でございます。他方で、松本委員から御指摘いただきました、対外

債務の増大によって事業費が大幅に上回ったという点につきましては、前フェー

ズの事後評価の中で指摘されております。 
 ただ、これは具体的な内訳を見ますと、日本側で負担すべきであった事業費に

つきましては10億8,900万円の計画に対して10億8,800万円と、計画の中にとどま

っております。一方で、数倍になったという点はセーシェル側が負担すべきであ

った事業費でして、5,100万円であったところが2億1,100万円に増大した。つまり

4倍になったということですけれども、全体の事業費で見ますと、11億4,000万円

の計画に対して12億9,900万円の実績となったということで、御指摘の点につきま

してはセーシェル側の負担の事業費が大きくなったというのが事実関係です。 
 この要因につきましては、セーシェルが2008年に多重対外債務に陥ったという

事情がございまして、IMFの経済改革の一環で変動相場制が導入されました。これ

によって、セーシェル・ルピーの平価が大幅に切り下げられた。このことが影響

しまして、実際のセーシェル側の負担額が額面上大きくなった。そんな背景がご

ざいます。為替の大幅下落に伴いまして、電気、上水道、あるいは燃料給油所の

建設といったものが4倍超になったということですが、改めまして申し上げたいの

は、事業費全体では11.4億円の計画から約13億円への計画額からの微増というこ

とになりました。 
 もう一つ、齊藤委員から御指摘いただきました高圧送電線敷設の遅れ。 

こちらも実は、このIMFの経済改革が要因でございます。こちらで、経済改革の

一環で2011年まで全省庁の事業計画を凍結するという方針がとられまして、この

高圧送電線につきましても前フェーズでの対象であったベル・オンブレ漁港の中

の開発計画に含まれておりましたものですから、これも含めて全て凍結された。

そういった事情がございますので、用地取得とかそういったことが要因ではござ



22 

 

いませんで、IMFの経済改革の一環によってそれらがストップしたということが要

因として挙げられます。 
 ただ、これは結果としては、2013年6月にこの計画につきましても先方で閣議

了承されまして、実際に敷設するに至っております。 
 松本委員からは、こうしたことが今後起きないのか、見通しはいかがかという御

質問を頂いています。 
2008年にIMFが実施しました拡大信用供与措置、Extended Fund Facilityですが、

こちらは4年間のプログラムでして、2013年12月に成功裏に終了しております。

それで、IMFは2014年6月に更なる3年間の拡大信用供与措置を適用するというこ

とでセーシェル側と合意しております。 
2014年5月に発表されました、この関連のIMFのレポートによりますと、今後の

セーシェル経済は依然として高い水準にある公的債務の削減などの課題を抱えつ

つも、着実な成長・改革が期待される。為替相場は比較的安定し始めていると指

摘されておりまして、公的債務についても財政改革、例えばVATの導入などを通

じて削減に努められている。そういった状況にございます。したがって、今回、

先フェーズと同様の事態になるということは、現時点では想定されておりません。 
 その他、2つの御質問を横尾委員から頂戴しました。一つ目は、「日本の民間の中

小企業が参加する民間協力の余地はないか」という御質問です。 
 これにつきましては、セーシェルの人口規模は9万人に満たない人口規模ですの

で、マーケットとしての魅力は規模としては限定的です。ただ、水産資源の確保

という観点で日本の民間企業に参画いただく余地はあるのではないかと考えてお

ります。むしろ、こうした点につきまして民間企業の方々の参画の御意向などは

経団連さんのほうからも情報提供いただけるとありがたいと考えております。 
 もう一つ、横尾委員から頂戴しております御質問は、「電力供給施設の整備で、

我が国が協力する余地はないか。例えば、再生エネルギーの活用を示唆し、協力

することは検討できないか」という御質問です。 
 まず、今回検討しております事業につきましては、この中で日本側が電力供給

施設を整備することは想定しておりません。ただし、この事業でなくてセーシェ

ル全体での電力供給施設においては、再生可能エネルギーなどで日本が貢献する

余地はあると考えております。 
 現在、首都のあるマヘ島では昨年、2013年の最大電力需要が約50MWでした。

これに対して、供給能力は70.7MWで、需要を超えた要求能力を有しておりますが、

セーシェル政府は、主要電源であるディーゼル発電以外の発電手段を確保するた

めに、再生可能エネルギーの導入に積極的に取り組んでいます。既に関係機関や

ドナーなどで再生可能エネルギー分野での協力が実施されておりまして、それら

も系統連系されているものですが、電圧や周波数の変動などで十分な調整を伴っ

ていないために、将来的には系統が不安定化することなども懸念されております。 
 そこで、セーシェル政府からも実際に日本は要請を受けておりまして、日本の

離島地域でのマイクログリッド運用の経験を生かして、離島マイクログリッドの

導入に向けた全体計画の策定に協力するという方向でございます。この技術協力

の成果として太陽光発電が普及することなどにつながりますと、マイクログリッ
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ドシステムのパッケージとして本邦企業のビジネスチャンスが得られる。そうし

た可能性も考えられております。 
 

以上が事前にいただきました御質問への回答となります。 
 

○ 小川座長 どうもありがとうございます。それでは、委員から追加の御質問・御意見

があればお願いいたします。松本委員、お願いします。 
 
○ 松本委員 どうも、御説明ありがとうございました。私はフェーズⅠの時の対外債務

の話ですけれども、御説明いただいたような書き方を私もしたつもりで、セーシェル

側の負担が数倍になったという認識は私もそのとおりですが、それは事業費全体が膨

らんだということに比べて問題が小さいかといえば、必ずしもそうは言えないと思う

のです。やはりセーシェル側の負担が非常に増えたということは結構、無償資金協力

をやる場合にも非常に重要な問題だと思います。 
やはり現行でもたしか、公的債務は高いという判断だと私は理解をしています。な

ので、前回の危機といいますか、 IMFが介入する前の状況と比べてどうかということ

かなと私は思っていまして、 IMFのレポートは取りあえず、今のところ楽観的ではあ

るのですけれども、依然として不安定要素として公的債務の大きさというものは常に

指摘をされているところなので、そこをぜひ、前回それを気にしないがために起きた

問題ですので、そこを比べて今回は問題ないのかというところを実は伺いたかったの

です。 

 
○ 説明者（木村） ありがとうございます。2点申し上げます。 

まず一つは為替変動、切り下げが行われたという点ですけれども、最近の為替の動

向を見てみますと、1ドルに対するセーシェル・ルピーは、2011年が12.4ルピー、2012
年が13.7ルピー、2013年が12.1ルピーと、大体12～13ルピーの間で推移しております

ので、そこは大きな変動は今のところ見込まれていないという点があげられます。 
もう一つは、公的債務残高につきましては2013年時点で71.6％。これは御指摘のと

おり、水準としては高いです。その前の、世界経済危機が起こった直後の2009年です

と124％まで上がっております。その後、80％台から今は70％台まで落としてきてお

りまして、最新のIMFのレポートによりますと、2018年までに50％台に下げるという

方向で、今のところ順調にオントラックであるという判断がなされております。 
ですので、御指摘の点で、為替の変動は今のところ、大きなショックがない限りは

安定している。それから、公的債務については引き続き削減の努力が行われていると

いう点で、全フェーズのような4倍に膨れ上がるような事態は今のところは想定されて

いないという点を申し上げます。 
 
○ 小川座長 ほかに何かございますか。高橋委員、お願いします。 

 
○ 高橋委員 どうもありがとうございました。先ほどの経済的脆弱性という話ですが、

島嶼国ですから、どうしても産業として観光と水産業に依存せざるを得ない、二本柱
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でしかないということなのかもしれません。けれども、観光が70％に対して水産業を

もう少しふやしていくということが、本当に経済的な脆弱性を解決していく道になる

のでしょうか。そこら辺が個人的には納得し難いといいますか、説得的ではない感じ

があります。その理由は、一つは概要書の「2. 事業の背景と必要性」のところで「水

産業は同国の輸出における48％、国内正規雇用の10％を占め」という書き方がされて

非常に経済の依存が大きいというふうに書いていながら、今の御説明だと、水産業の

割合は非常に少ない、小さいと表現されていました。これは矛盾なのではないでしょ

うか。分かりませんが、私の聞き間違いでしたら良いのですが、何か案件概要書に書

かれていることと説明がイメージとして違うなと思ったのです。 
そのあたりも含めて、いま外務省が環境の脆弱性というお話もおっしゃっていたよ

うに、やはりODAでやる関係上、水産業に関する議論の中で多角化を図ることで経済

の脆弱性の問題を解決するという議論で留まっていいのか。それだと、何か日本とし

ての水産が基調にあって、水産資源をいかにこのセーシェルで確保するかという以上

の文脈を出ない気がします。セーシェル自身の脆弱性の問題に対して、先ほど環境の

脆弱性のほうでも触れていましたが、どういうふうに考えるのか議論が必要ではない

でしょうか。今の時点で何か書き込んでいないと、何かODA案件としての説得力が私

の中ではあまり持たないという感じがしています。 
コメントです。ですから、特にこうしろというわけではないのですけれども、すみ

ません、非常にそういう脆弱性に対する本質的な答えがこの案件によってどうだこう

だということにはなっていないようなことでしか、この案件概要書で見る限りは印象

としてはないということです。 
 

○ 説明者（白石） 詳細については、またJICAからお答えしたいと思いますけれども、

まず大前提といたしまして、ODAの予算と申しますか、無償資金協力が特にそうです

が、一定の規模というものもありまして、その中である程度、優先順位をつけて、そ

の国のために何をやるかということを我々は考えております。 
 そういった中で、セーシェルは脆弱は脆弱ですけれども、産業のとにかく多角化と

いうことを図っていかなければいけない。産業も幾つかありまして、観光、水産、そ

れから、小規模の工業といったところがございまして、我々としては実際に漁船の数

なんかも増えておりますので、特に水産業に今後も成長していくポテンシャルがある

と思っていますが、まだそれが主要な一本立ちできる産業とまではなかなかなってい

ない。 
 それは、第一次産業に占める割合がまだ3％でしかない。他方で当然、労働人口が

10％という御指摘もいただきましたが、それは要するに労働人口は多いけれども、十

分な富を必ずしも算出していないということで、今後更に開発の余地があると我々は

思っているものですから、これを開発課題と位置付けまして、更に、外交政策上の意

義、それから、水産外交上の意義ということも加味しまして、優先的な事業であると

判断いたしております。 

 
○ 説明者（木村） ありがとうございます。脆弱性に対する大きなインパクトという点

では、確かに御指摘のとおりで、これだけで解決につながるとは考えておりません。
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やはり圧倒的に観光業が大きな割合を占めておりますので、恐らくその割合は、大宗

というものは変わらないと考えております。 
 ただ、先ほど申し上げた全体の産業構造の中において第一次産業が3％というのは、

生産性の問題としても非常に小さいと考えております。この先、この案件を通じて期

待されますのは、実は主要な輸出品はマグロの缶詰とか、水産加工物なのですが、そ

ういったものを底上げにつなげていくということを考えております。この案件の対象

自体はプロビデンス港を活用する零細漁民が対象になるわけですけれども、実際に一

番大きなビクトリア港の方の混雑を解消するという非常に大きな目的をこちらは持っ

ております。それで今回の案件を通じて、零細漁民のほうに対応するべく、代替港の

プロビデンス港を拡充することで、主要港であるビクトリア港の混雑を緩和して、そ

ちらの生産性を高めていく。その先に水産加工業なども連なっていって、輸出につな

がる。それで、外貨獲得の手段を拡充していく。そんなシナリオを描いたものです。 
 ですので、繰り返しますが、これだけで解になるとは考えておりませんけれども、

先ほど外務省さんから言われた水産業のほかの農業、小規模工業なども勘案しつつ、

この水産業についても底上げを図っていくために必要である。そういう位置付けで考

えております。 

 
○ 小川座長 荒木委員、お願いします。 

 
○ 荒木委員 この問題は、例えばマグロの問題で、先ほどお話しいただいた、いわゆる

インド洋マグロ類委員会というものがありますね。今、水産問題では日本の国益の問

題も絡んでくるのですけれども、問題は、日本もそれが国際的にその解決を迫られて

いるのは、要するにマグロ資源の減少という問題もあるわけですよ。それで、日本も

それに対応しなければならない。 
 恐らく、このセーシェルのマグロ漁業も、とればいいというものではなくなってく

るだろうということで、もっと長期的な展望に立って、マグロ資源の確保という点で、

例えば防止するため、あるいは例えば日本の養殖産業等々を含めた新しい形の産業の

輸出といいますか、移転といいますか、それによってセーシェルのかなり長期にわた

ってマグロが確保できて、生活の安定を図るというビジョンをちゃんと持っていくべ

きではないか。そういう意味においては、私はこれは立派な日本の外交政策だと思う

のですけれども、いかがでしょうか。 

 
○ 説明者（白石） 御指摘の点はそのとおりだと思っておりまして、御説明をいたしま

したようにセーシェルは、一つの民間の漁業協定、インド洋マグロ類委員会と、それ

から、南インド洋の漁業協定の締結国と、3つの位置付けがございます。今後、マグロ

の需要というものが国際的にも増えてくる。そういう状況、趨勢がございまして、日

本としてもマグロの管理又は確保ということを、バランスをとって考えなければいけ

ないということがございます。 
 その観点で一つ申し上げられるのは、今般、中西部太平洋まぐろ類委員会という太

平洋のマグロの管理あるいは持続的な漁業のための委員会がございますけれども、こ
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こで黒マグロの幼魚の漁獲制限が導入されたということがありまして、今後、インド

洋のマグロ資源に日本も含めて関心が向いてくるということがあろうかと思っており

ますので、その観点から、我々の漁業の裾野を広げていく意義があると思っておりま

す。 

 
○ 小川座長 どうぞ。 
 
○ 齊藤委員 特に質問というわけではないのですけれども、観点として、非常に人口の

少ないセーシェルで、今、お進めになられているのはほとんど水産業、漁業というよ

りもそれ以外の目的の方で、漁業そのものはインド洋マグロの大きいものをセーシェ

ルの零細の漁民がとれるわけではなくて、ほとんど海外の船がとっていると思うので

す。その船が港に着くのに、港が混んでしまうので、新しい港を作って入りやすく、

混雑を少なくしよう。そうすると結局、加工業ですとか、そちらの産業しか将来的に

は育成といいますか、外貨の獲得にはつながっていかないと思うのです。 
 そうなりますと、日本での消費ですとか、中国での消費ですとか、水産資源の問題

とか、非常にほかの要素に左右されるのが高いと思うのです。ですから、先ほど荒木

さんがおっしゃったように、もうちょっと長期的なビジョンも含めて考えていかない

と、単に零細漁民用の港を更に整備すればそれでいいのだといいますと、非常にパー

セントが小さくなってしまって、余り産業振興にはつながっていかないのではないの

かなという気はするのです。その点でちょっと危惧があります。 

 
○ 小川座長 どうぞ。 

 
○ 説明者（木村） ありがとうございます。おっしゃる点、確かにそのとおりでして、

目的としては大きく2つ掲げているという点をここで強調させていただきたいと思い

ます。 
 零細漁民の環境整備だけでなくて、ビクトリア港のほうの混雑緩和によって輸出促

進・拡充を図る。さらには、そこからの波及効果として水産加工業とか関連産業の育

成あるいは拡充といったものにつながっていく。そうしたことがこのプロジェクトの

位置付けであると整理しております。 
 後者の方でもって、より長期的なビジョンをという点は、確かに先ほど荒木委員か

らの御指摘も含めて、日本として追加的にどういった関係が築けるかということも含

めて考えていくべき課題であると認識しております。こちらは、この後の調査などを

通じてより明確に整理していければと考えております。 
 前者のほうの零細漁民向けという点で1点補足申し上げますと、ビクトリア港の方は、

大半は輸出向けなのですけれども、このプロビデンス港などの零細漁業、こちらで水

揚げされたものは大体、90％は国内で消費されるというのが今の実態でして、セーシ

ェル国民にとっては非常に重要なたんぱく源の確保手段になっておりますので、こう

した目的にもむしろ焦点を当てるべきでして、国としての経済規模が大きいというの

はあくまで平均ですので、零細漁民にとっては非常に重要な死活問題となりますので、
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こうした点も合わせて協力していくという点に意義があると考えております。 

 
○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。どうもありがとうござい

ました。 

 

(4) モザンビーク「ナカラ回廊送配電網強化計画準備調査」プロジェクト形成

（有償） 
 
○ 小川座長 それでは、最後のモザンビーク「ナカラ回廊送配電網強化計画準備調査」

（プロジェクト形成（有償））について、説明者から案件の概要説明及び委員のコメ

ントに対する回答をお願いいたします。 
 

○ 説明者（白石） それでは、引き続きまして、モザンビークのナカラ回廊送配電網強

化事業、有償資金協力を念頭に置いておりますけれども、その概要、それから、意義

について説明をさせていただきます。 
本件は、モザンビークの特に北部、電化率が非常に低い地域でございますけれども、

この地域で現在、経済成長と共に電力の需要が予想されている。ここにアドレスをす

るために、モザンビーク政府ともいろいろな話をしておりますが、今、喫緊の課題と

いうのは発電よりも送配電である。それから、変電施設の改修・新設である。ここが

一番ボトルネックになっている。こういう認識がございますので、ここに対応すべく、

日本としまして送配電網の整備、それから、変電所の新設・改修をやりたい。こうい

ったことを考えております。 
本件のモザンビークに対する援助方針との関係ですけれども、モザンビークにつき

ましては3つの分野を重点分野として特定しておりまして、1つは、まさにこの回廊開

発を含む地域の活性化。それから、人的資本、人間の開発。3つ目が、防災・気候変動

対策。この3つでございます。その中で、このナカラ回廊における送配電網の整備、変

電所の新設・改修は、先ほど申し上げた1つ目の回廊開発を含む地域経済の活性化に直

接的に資するものである。こういうふうに位置付けております。 
関連で幾つかの御質問をいただいておりますので、併せてお答えさせていただけれ

ばと思います。 
 

 まず、齊藤委員からいただきました御質問で、昨年10月の会議の候補案件で、無

償案件として送電強化計画というものをあげさせていただきましたけれども、今

回有償になった理由は何か。また、この事業との関連性はどうなっているのかと

の御質問でございます。 
これにつきましては、御指摘のとおり、無償資金協力も同じく北部系統の送電

網の強化事業でございます。ただし、無償でやる部分につきましては、とにかく

早急に実施が必要で、緊急性が最も高いところに絞って行っているということで、

この有償については、更に無償の結果も活用しながら、より広い地域の電化に資

するべく協力を進めていく。こういった構造を考えております。 
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 それから、戦略的マスタープランとの関係で横尾委員から御質問がございました

けれども、まさにTICAD Vのフォローアップのマスタープランとの関係はどのよ

うに整理されているのか。 
この点につきましては、現在策定中の戦略的マスタープランのドラフトという

ものがございますが、このドラフトにおきましても、モザンビークの北部地域の

電力強化が基本的な課題である。こういった指摘がございますので、その指摘を

受けて現在、個別事業を一つ一つ形成していって、そのための調査を進めている。

こういった関係でございます。 
それから、ちょっと前後が逆転してしまったかもしれませんけれども、モザン

ビークの電力事情のほうでございますが、経済成長が著しいモザンビークでは電

力が当然、需要もふえている。毎年14％の需要の伸び率がございます。他方でモ

ザンビークの場合、南部と北部、中部に電気系統が分かれておりまして、南部は

比較的高いのですけれども、北部につきましては2012年の時点で14％、全国平均

が26％ですから、かなり電化率が遅れているということが言えるかと思います。

こういった中で、特に中・北部地域への対応を強化していかなければいかぬ、こ

ういった認識を持っております。 
 その関連で、モザンビークの国内の電力供給がジンバブエあるいは南アフリカに

転売されていて、最終的のどのくらいがモザンビークのために供給されているの

か。こういった御質問がありましたけれども、我々のほうでデータをもって調べ

まして、現在、中・北部にカオラバッサ水力発電所という巨大な水力発電所がご

ざいまして、ここにかなり依存しているのですが、ここの発電能力が2,075MWで

ございます。実にこの半分以上でございますけれども、1,200MWが南アフリカに

転売されていて、またジンバブエへ送られるのが150MWといったことになってお

ります。 
南アフリカに売ったもののうちから、ちょっと複雑なのですが、1,200MWを売

った分の300MWが今度は首都のマプトに再輸入されております。そういったもの

を全部差し引いた残りの500MW余りがモザンビークの中・北部地域で使用されて、

200MWがロスになっている。こういった構成でございます。したがいまして、モ

ザンビーク国内への電力供給は2,075MWのうち800MW、300＋500の800MWで、

大体4割弱であるといったことでございます。 
 もう一点、電力需要の話に加えて、先ほどの送配電網の話でございますけれども、

モザンビーク政府は2014年に電力マスタープランというものを改定しておりまし

て、短中期的な対応・課題として送配電網の強化を重点課題として位置付けをし

ておりまして、先般、大使館ともモザンビーク電力公社の間で意見交換をしまし

たが、そのとき、やはり先方としては、電力網の強化が非常に期待されるといっ

た発言もありましたので、この事業はモザンビーク政府の期待に直接的に応える

ものであると我々は認識しております。 
 

続きまして、JICAから御説明いたします。 
 

○ 説明者（飯村） JICAアフリカ部におきましてモザンビークを担当しております、飯
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村と申します。委員の皆様はもう既にお目通しをいただいて、たくさんの質問をいた

だいておりますので、ポイントのみ絞って説明をさせていただきます。案件概要書に

基づきまして、本件ナカラ回廊送配電網強化事業、円借款案件でございます。 
「1.（4）事業の要約」ということで「本事業は、ナンプラ州及びカーボデルガード

州において変電所の新設及び改修並びに送配電線の敷設を行い、電力供給の強化・安

定化を図り、もって回廊開発を含む地域経済活性化及び地域住民の生活改善に寄与す

る」としております。 
「2. 事業の背景と必要性」ですけれども、最初のところで北部・中部と南部に系統

が分かれているということ、それから、電力需要が急増するという内容が書いてあり

ます。 
次のパラグラフで、そういう中でモザンビーク政府は、2014年に電力マスタープラ

ンを改定。これはこの下に「（3）他の援助機関の対応」とありますが、このマスター

プランはフランスの支援によりモザンビーク政府が改定を行っております。こちらの

マスタープランに基づいて、短中期的な対応として送配電網の強化を重点課題に位置

付けております。先ほどお話があったとおり、北部系統の電力は非常に課題になって

おります。そういった中で、送配電網を更新するということで電力供給の安定化を図

りたいというのがこの案件の要旨でございます。 
裏側に行きまして、「3.（1）事業概要」で「①事業の目的」です。変電所の新設及

び改修並びに送配電線の敷設ということをメインコンポーネントとして想定しており

ます。 
それで、他の事業との連携ですが、先ほど外務省の白石首席のほうからお話があり

ましたとおり、以前、無償資金協力で既に緊急度が最も高い箇所の変電所の新設を進

めております。今回は、その周辺のインフラを整備するということを想定しておりま

す。 
「（2）事業実施体制」ですが、モザンビーク電力公社（EDM）が我々のカウンタ

ーパート機関になるということです。 
そして、その下の「（3）環境社会配慮」で、カテゴリー分類はBとなっております。

本事業は、ガイドラインによりセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、

環境への望ましくない影響は重大ではないと判断をして、このようなカテゴリーにし

ておりますが、協力準備調査進行の中でガイドラインに沿って適切に対応していきた

いと思います。 
最後に図が出ておりますので、簡単に概観をしておきたいと思います。先ほどお話

がありましたのが、一番左にあるカオラバッサ水力発電所、約2,000MWの発電容量が

ありますが、一旦、南アフリカに多くが輸出され、一部買い戻しという形になってい

ます。北部系統は800MWという話がありましたけれども、現在、この緑の線で東側に

ずっと引っ張ってきております。そして、この赤い線が特にナミアロ及びナンプラ周

辺で、ここでおろして、地域に送配電、給電をするという系統になっております。今

回の対象案件は、この赤い部分を担当することになります。 
それから、委員の皆様からも御質問があった、中国の案件はどうなのかといいます

と、この紫色で示した部分です。バイパスを通す、これで新しい高圧線が入るという

ことで、送電ロスが減る、そうしますと、給電量が増えるという案件になっておりま
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す。 
今の点を踏まえまして、委員の皆様からの質問内容にお答えしていきたいと思いま

す。 
 
 まず、電力セクター全体のお話からいきます。高橋委員の方から、電力需要が2011

年160MWから2021年1,000MWへ急増とあるが、この需要はどのような内訳で構

成されているか。農業セクターは含まれているかということです。 
 先般、先ほど申し上げましたフランスの支援によって改定されました先方政府

の電力マスタープランによる需要予測では、一般家庭や学校、病院などの公共関

連の需要、それ以外の産業の需要というふうに分けて分析をされています。それ

ぞれ大きな伸びが期待されていまして、両者の割合は約4対6とされているという

ことです。 
 前者の方は、人口増を踏まえた自然増と考えております。後者の方は、主に工

業セクターや第二次産業ということがあげられていますが、そのほか、農業セク

ターもこれに含まれるというふうになっています。 
 次に、齊藤委員のほうから御指摘のございました、ナカラ回廊の電源は現在、南

部地域の発電所から送電されているが、送電ロスを考慮すると、北部地域での発

電所建設の方がよいのではないか。この計画はあるのかということです。 
御指摘のとおりです。現在、モザンビーク側でも将来に向けて複数のアイデア

が検討されているということです。ただ、この検討が終わってからと待っていま

すと電力需要に対応できないということで、今回は送配電網の整備ということで

給電量を緊急に、かつ将来の電力需要を見据えた上で増やすという案件にしてい

ます。 
 次に、高橋委員からあげられた質問で、北部系統で、政府やIPPが計画している電

源開発の詳細について教えていただきたいということです。 
 北部地域での電力強化は喫緊の課題で、先ほどから繰り返しているとおりです。

特にそういう中で、伝統的な水力発電を更に開発するという方法、北部の沖合で

現在産出されると見込まれている天然ガスを活用した方法、それから、北西部で

とれる石炭を利用した火力発電、こういった方法が想定されていると聞いており

ます。 
 モザンビークの特徴としては、民間によるIPPの検討が先行していますけれども、

他方、先ほどカオラバッサの話でもありましたが、政府として独自の電源も持っ

ておきたいという強い関心も持っているということを併せて紹介しておきたいと

思います。 
 次に、横尾委員からあげられました、発電施設の設置は想定していないかという

ことです。 
 本プロジェクトに関してということで申し上げますと、基本的には送配電を想

定しております。ただ今後、協力準備調査を進める中で将来、先ほど申し上げま

したような電源開発を待たずに緊急に整備しなければならないという、発電設備

を設置しなければならないような状況が生じるのであれば、可能かどうか、スコ

ープの中に含める可能性はあろうかと思います。ただ、冒頭に申し上げましたと
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おり、現在、基本的には送配電の強化を想定した案件と考えております。 
 次に、齊藤委員からいただきました、この事業による中・北部州の電化率は、現

在は14％ということですが、どの程度向上するのか。 
 これについては、この案件は、地図で見ていただきますと、赤い部分に裨益し

ます。中・北部の州を全部合わせますと人口規模が非常に大きいので、全体で裨

益人口を計算しますと約2万5,000人ぐらいとなるのですが、人口で分母をとりま

すと北部地域は0.3％となりますが、人口裨益規模としては結構、現行でも2万
5,000人という数字が見込まれます。 
 また、変電所の増強により、これまで配電網が難しかった地域への延伸が今後

は可能になりますし、将来の電源開発が行われますと更に裨益がふえることにな

りますので、将来的にはより多くの裨益が生み出されるものと考えております。 
 次に、中国との関係について4つほど質問を頂いております。まず、横尾委員のほ

うから、中国とはどのような役割分担を想定しているのかということです。 
 先ほど地図で見ていただいたとおり、中国はバイパスラインを構成することに

なっております。日本は特にナンプラ及びナミアロ、これから先の赤い部分を、

全部ではないのですけれども、この中の重要コンポーネントを実施する形になっ

ておりまして、基本的には別の案件と考えております。 
 次に、松本委員からいただいた御質問で、地図によれば中国の送電線敷設と地域

の重なりがあるが、今後どのような調整や連携が必要になってくるかということ

です。 
 基本的には、この案件の調整で、先方のモザンビーク電力公社（EDM）がイニ

シアチブを持って調整を進めております。基本的には、このEDMの全体のコーデ

ィネーションの中で中国の案件、日本の案件というものが調整されていくことに

なっております。我々も調査進行の中で、そういった形での情報収集・共有、調

整を図っていきたいと思っております。 
 荒木委員の方から、中国の大規模支援はどこまで進展しているのか。また、日本

の援助にどういうインパクトを与えるかという御質問です。 
 この中国の計画ですけれども、総事業コスト約600億円程度と言われております。

現在、中国は資金調達中と聞いておりまして、EDMから聞いた話では、そのうち

の400億円程度、既にファイナンスが中国サイドで準備されていて、現在、残りの

資金調達を行っていると聞いております。そういうことで、事業の開始・完工の

時期は現時点でははっきりしていないと聞いております。 
 日本の事業との関係ですが、もちろん、この中国の線ができれば、線が太くな

って効率化しますので、給電量が増えるということで、プラスのシナジーが期待

されることになると思います。 
 次に、齊藤委員からいただいております、中国が中心として同地区の送配電網を

進めるとのことだが、仕様等の整合性に配慮すべきである。 
 御示唆のとおり、十分な配慮を行いたいと思います。他方、今、この地図でも

御覧になっていただくと分かりますように、基本的には別のコンポーネントとい

うことで、現在のところ、技術的な仕様の縛りが中国の案件によってかかること

は想定されないのではないかということを技術的には想定しております。いずれ
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にせよ、御指摘については視野に入れておきたいと思います。 
 最後の固まりですが、環境社会配慮関連で御質問を頂いています。まず、松本委

員の方から、ナカラ回廊全体で農業、運輸、インフラ、地域開発など様々な日本

のODA事業が展開中であり、社会環境面での累積的影響、プラス面とマイナス面

の双方について、評価が必要であると考えるがいかがかという御質問です。 
 本件は、変電所の改修及び一部新設、それから、既にある送配電線の更新が中

心的な内容になっております。こういう案件を進める上で、ガイドラインに従っ

て本事業実施のために必要な環境社会配慮の確認を行っていく。そういった中で

ガイドラインについても、この累積的影響が想定される場合には、個別案件の調

査検討の際に考慮することが求められているとなっていますので、ガイドライン

に従って対応したいと思っております。 
 それから、松本委員からもう1問、カテゴリーBとなっているが、送配電線の新設

に伴う住民移転や用地取得はないのか。高橋委員の方から、送電線敷設に伴う用

地取得はどのようなプロセスで行われるのか。当該地域のDUATは、既に終了して

いるのかとの御質問です。 
 今回の案件は、送電線の敷設についてお聞きいただいていますけれども、これ

は既に既存線に沿って計画されているものがほとんどでございますので、現段階

で住民移転が発生するということは想定されておりません。 
 ただ、一般論としまして、送電線の敷設については住民移転が十分生じ得ると

いうことですので、協力準備調査にて十分そういった影響がないのかどうか。あ

るとした場合には、ガイドラインに従って適切に対応していくということになろ

うかと思います。それ以外、現在のところ、土地の取得を伴う事業は本プロジェ

クトの中では想定されていないということになります。 
 

以上、御説明です。 
 
○ 小川座長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの説明者からの説明

について、追加で御質問・御意見がありましたらお願いします。齊藤委員、お願いし

ます。 
 

○ 齊藤委員 中国の新しい送電線ができるということになりますと、当然、送電容量が

大きくなりますね。一方、カオラバッサの水力発電所の発電容量は当然変わらないわ

けでしょうから、そうしますと、売電を落としてこちらに給電するということになる

のでしょうか。 

 
○ 説明者（飯村） 御質問ありがとうございます。現在、モザンビーク側が、先ほどの

回答の一部にもございましたが、新たな電源開発を検討しております。ただ、これは

短期的には、すぐにはできません。恐らく中長期的ということになりますが、天然ガ

ス、石炭、あるいは水力の開発を急ぎたいということで、モザンビーク側で検討が行

われているということになります。 
 カオラバッサの電力につきましては、一旦、会社との契約が切れますが、今後もド
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ラスチックに国内需要に大きく向けるということは非常に難しいことと思っておりま

す。そういう中で、モザンビーク側が新たな電源開発を行う。それを待つ間に、送電

の効率化をもって給電量を増やしたい。これがモザンビーク側の考えということにな

ります。 

 
○ 齊藤委員 でも単純に考えますと、2本作りまして、片一方は非常に大きな線ですから

電圧が下がってしまいますね。ですから、同じ量を供給するのでしたらあまり効率よ

くならなくなってしまうのです。 

 
○ 説明者（飯村） 実際、先ほど申し上げました中で、この北部地域において別の電源

の開発がIPPによっても検討されています。それから、それ以外にも幾つかの計画が今、

進行中ですので、これを見据えてということになろうかと思います。 
 いずれにせよ、この緑の線も老朽化がかなり激しく、送電ロスが多いとなっており

ますので、そういったことで、中長期的に調整されていくものと理解をしております。 

 
○ 小川座長 松本委員、お願いします。 

 
○ 松本委員 御説明ありがとうございます。今回、ちょっと書き方がよくなかったかも

しれませんが、やはり日本のODAの事業というものは比較的、あるところに集中して

いるものが所々見受けられるわけです。先ほどのカンボジアの道路なんかもそうかも

しれませんけれども、このナカラの場合は本当に港から始まって、今、様々なものが

日本の政府の協力によって進められているということがありますので、個別案件の影

響評価というものは確かにJICAベースであるわけですが、やはりこういう総合的に日

本が取り組んでいる場合の全体的な、累積的な、この場合、影響というものは事後的

な評価という意味を込めて書いていたので、ちょっと誤解を受けたかもしれません。 
 やはりそういう視点は外務省が持たないと、なかなか個別案件でのJICAの対応だけ

ではいかないのではないかなという気がしますので、できればそういった広域に日本

が総合的に手を入れているようなところについては、全体でどのようなプラスマイナ

スの効果が現地にあっただろうかということも折を見て評価してほしいというのがこ

こでの私のコメントです。 
 

○ 小川座長 德田課長、お願いします。 

 
○ 事務局（德田） PDCAをしっかり回すという観点から、非常に重要な御指摘だと思

います。現状、委員御指摘のとおり、プロジェクトベースでPDCAをやっているとい

うことでありまして、まさに広域案件について、どういう形でPDCAを回すかという、

これは非常に重い宿題ですし、重い検討ですけれども、外務省も私どもなりの評価体

制というものを用意しておりますので、どういうことができるか、宿題として検討さ

せていただければと思います。 
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○ 小川座長 どうぞ。横尾委員、お願いします。 

 
○ 横尾委員 先ほどの白石さんの御説明は広域インフラのためのマスタープランに含ま

れる一つ一つの個別のプロジェクトを見ながら、総体としての電力需要を把握し、そ

の上で今回のプロジェクトを立ち上げるという趣旨の御説明であると理解してよろし

いでしょうか。 
 アフリカにおける広域開発のためのマスタープランの策定は、TICAD V の際に，選

択と集中でまずこれをやりましょうということになった経緯があります。そのマスタ

ープランとこのプロジェクトとの関係がいま一つよく分からないのですが。先ほど松

本さんがおっしゃったような広域のインフラの整備に関連して、マスタープランが作

られていると理解しているのですが、それと個別のプロジェクトの関係、例えば、こ

のプロジェクトがマスタープランに包含されているものなのか、あるいはそこには包

含されていないものなのかという点について教えていただけませんか。 
 そもそも、マスタープランを作って、それをまず優先的にやりましょうということ

だと理解しておりましたが、それと並行して別のプロジェクトがいろいろあるという

ことなのでしょうか。それを否定するものではありませんが、その場合の双方の優先

関係がどう定められているのでしょうか。 
 ODAの財政的資源が限られている中で、選択と集中でやりましょうということが昨

年決まって、それでやっているはずだと考えておりました。それとは別に、個別のプ

ロジェクトが進んでいるのでしょうか。 

 
○ 説明者（白石） ちょっと私からの説明が不十分だったかもしれませんけれども、マ

スタープランは個々のプロジェクトを特定していくものではございません。マスター

プランは広域のものかどうかにかかわらず、その地域における開発課題を特定してい

く。そして、そういった開発課題を優先順位付けをして、どういった形で日本として

アドレスをしていくか。こういったことを書き込んだものでございます。 
 そういったマスタープランを先方政府と共有して、まさにその地域で何が課題にな

っているのか、どこが優先順位が高いのか、何が開発のボトルネックになっているの

かというのを、共通認識をすり合わせた上で、個々の案件を先方政府と一緒に形成し

ていく。こういった流れでございます。 
 

○ 小川座長 高橋委員、お願いします。 
 

○ 高橋委員 ちょっと地図の見方を教えてください。今、北部電源の開発のことが、お

話があったのですが、パワーステーションはカオラバッサだけではなくて、点線で四

角で描いているものが2つほどあるのですけれども、1つがナカラの右横にある、点線

で描いてある四角のものと、あと、モアティーゼというところに1つ描いてあるのです

が、これらは今、計画中のパワーステーションと思ってよろしいですか。それで、そ

の内容はどんなものか、教えてください。それから、あといつぐらいにこれが完成す

るような予定なのかを教えていただきたいということです。 
 もう一点、今、マスタープランについての議論がありましたけれども、日本もナカ
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ラ回廊開発計画、PEDECというものがあると思います。その中でも確かパワーステー

ションについての言及が少しあったと思うのですが、そことの関係がどうなっている

かを教えていただきたいということです。 

 
○ 説明者（飯村） 御質問、どうもありがとうございます。今の御質問ですけれども、

まず、この地図に書いてあるもの、モアティーゼ、それから、ナカラの辺りに描いて

いますが、モアティーゼのほうは今、民間ベースで進められている発電所の開発とい

うことで、計画どおりに行けば、例えば2016年とか2017年とか、そういう段階で既に

稼働すると言われている案件です。具体的に案件の進捗について、細かくは存じてお

りませんけれども、少し具体性のある計画と思っていただいて結構です。 
 他方、ナカラの方に描いてありますが、この図があまりよくないのですが、ナカラ

に何かを建てるということではなくて、先ほどほかの委員の方からも御質問いただき

ましたけれども、この需要地に近いところで何らか発電施設が必要であるということ

を表していると御理解いただければと思います。このためにモザンビークとしては、

自分たちの財政状況もふんだんにあるわけではございませんので、どこに、どういう

立地で、どんな発電所を作ったらいいかというのをこれから、今、特定する段階にあ

るということになります。 
 同じように地図に描いてしまって申し訳ないのですけれども、位置付けが2つ違うも

のと御理解いただければと思います。 
 補足しますと、どこでというのは、先ほどお話し申し上げましたとおり、天然ガス

を使うのか。あるいは水力発電で、やはり遠くから持ってくるのか。それから、石炭

を燃やすのかということでも大分モザンビーク側の計画が変わってくるということに

なります。これを比較する、検討する必要がモザンビーク側であるというふうに説明

を聞いております。 
 

○ 高橋委員 あと、PEDECとの関係はあるのでしょうか。 
 
○ 説明者（飯村） PEDECについては、北部回廊の全体の、先ほど白石首席の方からお

話ししましたとおり、今、北部全体がどうなっていて、どういう開発課題があるのか

というところまでをモザンビーク側と一緒に共有して考えていくものというふうに理

解をしています。 
 ですので、たまたまモアティーゼは民間主導で案件が動いていきますけれども、今、

申し上げました個別の発電所の建設ですとか、個別の送電網の強化について、案件を

特出しして特定し、あるいは詳細化する調査ではないということを御理解いただけれ

ばと思います。 
 そういった中で、この調査のみならず、先ほどフランスの方で行いました電力マス

タープランの話を申し上げましたけれども、そういった中の最大公約数として、北部

地域の電力の強化、つまり発電、それから送配電の強化は共通で指摘されている問題

であるということは申し上げられるかと思います。 

 
○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。高橋委員、どうぞ。 
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○ 高橋委員 それに関連するのですけれども、このPEDECに関するインセプションレポ

ートを拝見しますと、その中で一応、今、議論があった、いわゆる累積的なインパク

トについても考えていくようなことが環境配慮としてやらなければいけないというこ

とが書いてあったと思います。それで、戦略的環境配慮ガイドラインとして、そこら

辺はやるべきだと思うのですが、今、難しいという議論がありました。実際に、ここ

はやっていくという理解でよろしいですね。 

 
○ 説明者（飯村） PEDECの案件の中では、この開発調査を進めていく中で、ガイドラ

インに従った形でステークホルダー等の意見の聴取等を含めて行っているという考え

方ですので、そういうアプローチをとっているという理解です。 

 
○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。 

先ほど松本委員と横尾委員から御指摘あった、広域全体、ODA全体を考えてという

ところについては、調査を進めながら検討いただいて、これだけではなくてというこ

とで進めていただければと思います。 

 

3 事務局からの連絡 
 
○ 小川座長 ほかになければこれで終わりたいと思いますが、事務局から何か連絡事項

はございますか。 
 

○ 事務局（德田） 次回会議の御連絡でございます。年末祝日の関係がございまして、

少し早い日程となりますけれども、申し合わせどおり、次回会議は12月16日の火曜日

に開催予定でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 
○ 小川座長 どうもありがとうございました。以上をもって、第18回開発協力適正会議

を終わりたいと思います。どうも御苦労さまでした。 
 


